№２１８
府立野崎高等学校

校長　石井　研吉
平成30年度　学校経営計画及び学校評価
１　めざす学校像
	本校は昭和51年の創立以来、生徒一人ひとりを大切にする学校、地域に愛され、信頼される学校をめざしてきた。その伝統を受け継ぎながら、さらに生徒のニーズや保護者の期待に応える学校となることをめざす。具体的には、次の三つに重点を置く。

【１】生徒の自己実現を最大限に支援する学校　【２】すべての生徒が安全・安心に生活できる学校　【３】地域としっかり連携して生徒を育てる学校

　人権教育をベースとした系統的なキャリア教育を行うとともに、きめ細かな学習指導、生徒の安全・安心につながる生徒指導を教職員が一丸となって行い、生徒や保護者に「野崎高校に入学してよかった」と心から言ってもらえるような学校づくりを行う。


２　中期的目標

	１　生徒の自己実現を最大限に支援する学校づくり
（１）生徒の「学ぼうとする力」を育成する
　　　ア　校内における教員相互の授業見学（オープンクラス）、公開授業・研究協議、ＩＣＴ機器活用研修等の実施や、大阪府教育センターや大東市内中学校等で実施される研修・研究授業等に参加することで、教員の「授業力」を向上させる。
　　　イ　ＩＣＴ機器の活用、授業形態や授業方法を工夫改善することを通して、本校生徒にとっての「わかる授業」「できる授業」を行う。
　　　ウ　本校の生徒、保護者、地域の人々の学習活動の場となるように、図書室の整備・充実を図る。
　　　エ　新学習指導要領に対応した新たなカリキュラム編成の検討を行う。
※2020年度までに、生徒による授業評価の「授業内容に興味・関心を持つことができたと感じている（興味関心）」「授業を受けて知識や技能が身に付いたと感じている（知識技能）」について、肯定的回答率を75%以上にする。（平成29年度は興味関心65.8％・知識技能66.7％）

※2020年度までに、生徒向け学校教育自己診断の①「授業は分かりやすい」・②「自分は授業にまじめに取り組んでいる」について、肯定的回答率を①70%以上・②80%以上にする。（平成29年度は①58.2％・②68.9％）

　（２）生徒一人ひとりの進路目標を実現する

ア　生徒の社会的・職業的自立に向け、チャレンジ精神を持って進路を切り拓く実践的な態度を育成できる、３年間を見据えたキャリア教育の計画と実践に取り組む。
　　　イ　地元企業・各種企業団体と協力した職場見学・インターンシップ、大学・短大・専門・専修・各種学校等と協力した学校見学や体験入学、各種業者による体験セミナー等に参加する機会を増やすことで、生徒の進路意識の向上を図る。
※2020年度までに、生徒・保護者向け学校教育自己診断の「きめ細やかな進路指導がなされている」について、肯定的回答率を生徒75％以上・保護者85%以上にする。（平成29年度は生徒68.6％・保護者77.6％）
※毎年度において、学校斡旋による就職内定率100％と、理由のない進路未決定者0名をめざす。
２　すべての生徒が安全・安心に生活できる学校づくり
（１）家庭や地域と連携した遅刻指導、服装・頭髪指導、挨拶・マナー指導等を通して、生徒の規範意識や自律心を育成する。

（２）きめこまやかな教育相談・支援教育の体制を構築することにより、さまざまな困り感を抱える生徒の早期発見と早期対応につなげることで、問題事象の発生や不登校、中途退学につながることを防ぐ。
（３）人権教育や総合的な学習の時間等の取組みを充実させ、他人を思いやる豊かな心や人権尊重の精神を育成する。
（４）ＨＲ活動、生徒会活動、部活動、学校行事等を通して、生徒の自尊感情や自立心を育成する。

　　ア　各種の活動において生徒が主体的に参加・行動する取り組みを進める。

イ　平成28年度学校経営推進費事業（生徒全員Light Up!作戦）により整備した体育館舞台設備・音響照明設備を活用する。
※2020年度までに、生徒向け学校教育自己診断の①「マナーや校訓を守っている」②「頭髪・服装指導は適切である」③「遅刻指導・授業遅刻指導は適切である」について、肯定的回答率を①90%以上・②70%以上・③80%以上にする。（平成29年度は①86%・②58.9%・③67.4%）

※2020年度までに、年間の遅刻延べ回数を9000回未満にする。(平成29年度は 10949回)

※2020年度までに、生徒向け学校教育自己診断「相談できる教員は担任以外にもいる」の肯定的回答率を75%以上にする。（平成29年度は65.2%）

※2020年度までに、生徒向け学校教育自己診断の①「学校はいじめ・差別に対して適切に指導している」②「人権や命の大切さについての教育が行なわれている」について、肯定的回答率を①80%以上・②90%以上にする。（平成29年度は①72.3%・②82.5%）

　　　　※2020年度までに、生徒の部活動の加入率を40％以上にする（平成29年度は32%）
※2020年度までに、生徒向け学校教育自己診断「学校へ行くことが楽しい」の肯定的回答率を75%以上にする。（平成29年度は65.5%）
※2020年度までに、1年生・2年生の進級率を現在よりそれぞれ5％向上させる。（平成29年度は1年生84.4%・2年生87.8%）
３　地域としっかり連携して生徒を育てる学校づくり
（１）従来から実施されている各種地域連携行事に、本校生徒・教職員が今後も継続的に参加できる校内体制を整備する。
（２）本校が中心となった地域連携行事を企画・実施する。

　　ア　近隣中学校や高等学校を招いた部活動の合同練習会や交流試合等を実施する。

イ　地元小中学校教職員と本校教職員が合同で参加する研修を実施する。

（３）本校生徒の活動の様子や学校の取組みを積極的に発信する広報体制を確立する。
　　　ア　本校ウェブページの学校ブログ等を定期的に更新することで、最新の情報を保護者や地域住民に伝える。
イ　中学校への広報活動を充実させることで、本校志願者の確保に努める。
４　教職員の働き方改革を進める
（１）ノークラブデーの実施を徹底する。

（２）定時退庁日を遵守できるような取り組みを進める。


【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】
	学校教育自己診断の結果と分析［平成30年11月実施分］
	学校運営協議会からの意見

	【全般的に】
診断結果で肯定的回答が前年より下回ったのは、生徒向け（24項目）で2項目（-0.1%・-2.0%）、保護者向け（20項目）で3項目（-0.2%・-1.0%・-5.0%）なので、本校の教育活動への支持が向上していると考える。

【授業について】
生徒向け「授業は分かりやすい」の肯定的回答は昨年度とほぼ同じ（58%・0.1%減）だが、生徒向け「先生はわかりやすい授業のために工夫している」は昨年度より5.6%上昇して79.5%である。また生徒による授業アンケート（12月実施）における授業満足度と達成度の肯定的評価（66%と67%）は昨年度より若干上昇している。
次年度に向けて、個々の生徒（特に1年生）が授業のどの部分で「難しさ」を感じるのかをより細かく把握すると共に、生徒の学ぶ意欲を育むべく授業改善への取り組みを継続することが必要と考える。

【生徒指導について】
生徒向け「マナーや校訓を守っている（規範意識）」の肯定的回答が昨年より若干減少し（86%→84%）、特に3年生の数値が低い（75.6%）ことは、入学時からの指導過程の分析が必要。その他の関連項目では、生徒向け・保護者向け共に昨年度より肯定的回答が増加し、理解が進んだと考える。
【保健関係】
　生徒向け「校舎内の清掃が行き届いている」の肯定的回答が、昨年度より10%以上上昇した（28.1%→38.3%）。これは今年度実施されたトイレ改修の影響が大きいと思われる。しかし、数値がまだ半数に満たないことから、これを良いきっかけとして、次年度に向けて清掃指導の充実を図りたい。
【危機管理・情報発信】
生徒向け「ホームページ・ブログなどで学校の情報をみている」の肯定的回答が、昨年度より大きく改善された（24.0%→47.6%）。今年度の災害時等に、緊急連絡をブログで提供してきたことの影響と思われるが、まだ数値が半数に満たないことから、今後も生徒により一層定着させる指導が必要である。
【保護者との連携】
保護者向け「保護者懇談や学校行事に積極的に参加している」の肯定的回答が、昨年度よりやや減少している（47.4%→42.5％）。次年度に向けて、保護者への学校行事等の周知や情報提供、参加しやすい行事形態等の検討、ＰＴＡ役員の皆様との連携の充実を図っていく。
	【第1回（6/27）】
・地域連携に関して、近隣の緑風冠高校と合同で教職員人権研修を実施したことは評価できる。今後は大学や中学校も巻き込んで実施できればよい。その内容の一つとして、LGBTへの対応は中学校でも課題になっており、地域全体で情報を共有する動きが必要。

・保護者は学校のことをよく知らない。学校ブログの存在をさらに周知してもらえたらありがたい。体育大会や懇談の際、ＱＲコードなどを置いておいてもらえたら活用すると思う。
・今回の地震のような突発的な事態の際に、学校から保護者への連絡ツールや安否確認方法について、セキュリティ確保も念頭において検討してもらいたい。
・生徒指導面について、今年度は中だるみしやすい2年生が頑張っている印象。今後は身だしなみ指導（化粧等）にも力を入れて頑張ってもらいたい。
・進路指導について、卒業生の進路未定で進学浪人が多いとのことだが、家計の問題が大きいことは理解できる。生徒・保護者に対して学費負担・納入に関する様々な支援制度の紹介をお願いしたい。
・授業について、新学習指導要領に沿った「アクティブラーニング」の実施など、生徒ひとりひとりに目を向ける良い方向性に進んでいる。今後も生徒がより興味を示すような授業への工夫をお願いしたい。
・働き方改革について、「ノー残業デー」はしっかりやっていただきたい。

【第2回（11/30）】
・人権面について、生徒の人権学習で障がい者や在日の方を講師にきてもらうのがすごくよいです。生徒のこころをつかんでやれていてよいと思う。また、いじめについて、スクールカウンセラーの助言や、いじめ対策委員会が機能していることが確認できた。
　さらに、今回のトイレ改装で多目的トイレが設置されたのもよかった。

・防災面について、生徒が下校できない際の備蓄食料等については、PTAとしても支援するので、できるだけ早く整備してもらいたい。また、校内の避難誘導は、普段からわかりやすいように掲示しておくほうが良い。
・授業について、アクティブラーニング的手法を取り入れている（グループ学習、生徒による試験問題作成等）のは非常にいい試みだと思われます。
・進路指導について、Ｅ-ポートフォリオを活用した入試改革への対応で、部活加入率を上げることや、清掃活動の充実などに活用できると思える。

・広報活動について、学校ブログの更新に力を入れているのはすごく評価される。ただ、学校紹介パンフレットが、他校と比べての独自性に乏しいと思われる。
・ここ数年で生徒の状況も変化し、生徒指導方針等を見直す過渡期であると思われる。中高連絡会等で中学校の先生からいただくご意見等も参考に、中学生が本校を積極的に選んで進学してきてもらえるような学校づくりを。野崎高校はいろんなところでがんばっている。それをどう結び付けるかが今後の検討課題。
【第3回（2/20）】
・学校における携帯電話やスマートフォンの利用について、次年度から国や府の指導方針が変更になる可能性がある。近隣の小中学校とも連携して、より実効性のある指導方法を検討し実施していくべきであろう。
・地域連携の取組みとして本校が長年行ってきた里山ボランティア活動に加えて、地元の河川やビオトープ池の清掃活動等の実施を通して、広く環境問題を考えるきっかけとなるよう指導していただきたい。
・卒業後の準備として、経済観念（金融・保険・年金・税金等）を育てる指導をお願いしたい。
・高校への全般的な志願状況において私学志向が高まっているが、共稼ぎの広まりや少子化等の影響によりやむを得ないと思われる。公立高校の教育の魅力の大きなものは「全人教育」だと思うので、この点を中学生や保護者にアピールする必要がある。
・本校の取り組みの成果（例：遅刻数の減少）を、具体的に示して生徒を褒めることで伸ばしていくことが必要。生徒の「やればできる」気持ちを大きく育てていくことを、今後は特にお願いしたい。


３　本年度の取組内容及び自己評価

	中期的

目標
	今年度の重点目標
	具体的な取組計画・内容
	評価指標
	自己評価

	１　生徒の自己実現を最大限に支援する学校づくり
	（１）生徒の「学ぼうとする力」を育成する。
ア　教員の授業力を向上させる。

イ　本校生徒にとっての「わかる授業」「できる授業」を行う。

ウ　図書室の整備・充実。
エ　新たなカリキュラム編成
（２）生徒一人ひとりの進路目標を実現する。
ア　３年間を見据えたキャリア教育の計画と実践。
イ　生徒の進路意識の向上を図る。
	（１）

ア・本校教員相互の授業見学を実施する。
・本校教員による公開授業・研究協議の実施。
・授業力向上に係る校内研修の実施。
・校外での研修・研究授業等に参加する。
イ・ＩＣＴ機器の活用、授業形態や授業方法を工夫改善することで、本校生徒にとっての「わかる授業」「できる授業」を行う。

ウ・本校生徒、保護者、地域の人の学習活動の場となるように図書室を整備・充実させる。
エ・教員が新学習指導要領の理解を深め、現行カリキュラムの見直しと総括を行う。

（２）
ア・生徒の社会的・職業的自立に向け、チャレンジ精神を持って進路を切り拓く実践的な態度を育成できる、３年間を見据えたキャリア教育の計画と実践に取り組む。

イ・地元企業・各種企業団体と協力した職場見学・インターンシップを実施する。
・大学・短大・専門・専修・各種学校等と協力した学校見学や体験入学の実施。

・各種業者による体験セミナー等に参加する機会を増やす。

・生徒が各種検定試験における資格取得をめざすことで進路意識の向上を図る。
	（１）
ア・全教員が年間2回の授業見学を行う。
　・年間5名の教員が公開授業・研究協議を実施。

・年間2回の研修を実施。
　・年間5名の教員が参加。

イ・生徒による授業評価で「興味関心」と「知識技能」の肯定的回答率を前年度より３%向上させる。（平成29年度は65.8％と66.7％）

・生徒向け学校教育自己診断の「授業は分かりやすい」「授業にまじめに取り組んでいる」について、肯定的回答率を前年度より３%向上させる。（平成29年度は58.2％と68.9％）

ウ・図書室の設備と蔵書の整備充実をめざす。
エ・新カリキュラム等を検討する組織の立ち上げ。

　・現行カリキュラムのコース制の総括を実施。

（２）

ア・生徒・保護者向け学校教育自己診断の「きめ細やかな進路指導がなされている」について、肯定的回答率を前年度より３%向上させる。

（平成29年度は生徒68.6％・保護者77.6％）

・学校斡旋による就職内定率100％、理由のない進路未決定者０名。
（平成29年度は100%と0名）

イ・各種進路行事への参加生徒数を、今年度より増やす。
　　（平成29年度の職業体験ｾﾐﾅｰ参加者38名、進路ﾌｪｽﾀ参加者15名、大阪産業大学見学会参加者28名、等）
　・各種検定試験での受験者と資格取得者を増やす。

（平成29年度における資格取得生徒数は、漢検44名・英検11名・ﾜｰﾌﾟﾛ検定43名・数検6名・ニュース時事検定5名）
	（１）
ア・授業見学は全員が実施した。（○）

・3名の教員が公開授業・研究協議を実施した。（△）

・新たな試みとして、教員による「読書研究会」を4回実施し、教員10名が研究発表を行った。（○）

・校外の研修・研究授業等には5名の教員が参加した。（〇）
イ・興味関心66.8%、知識技能67.5%。共に前年度より少し向上したが目標に未到達。（△）

・「授業は分かりやすい」は58.0%、「授業にまじめに取り組んでいる」は71.4%。前者は微減、後者は向上したが目標に未到達。（△）
・生徒が授業のどの部分で難しさを感じているかをより細かく把握する取組みを進める。

ウ・ＰＴＡの寄付により蔵書の充実を図った。また、図書室で居場所カフェを10回実施した。（〇）
エ・新組織の立ち上げと総括は実施できていない。次年度当初から早急に取組む。総合的な探求の時間の実施計画は策定した。（△）
（２）

ア・生徒72.2％で目標値を0.6%上回り（○）、保護者79.2％で目標値を1.4%下回った。（△）
・就職内定率　　100％（〇）

進路未決定者　 0名（〇）
イ・行事別参加生徒数は次の通り。

①大阪産業大学見学会25名（△）②進路ﾌｪｽﾀ30名（◎）

③職業体験ｾﾐﾅｰ24名（△）

次年度は早期からの日程調整等を行い参加者を増やす。
　・各種検定試験の結果は次の通り。（資格取得者/受験者）

①漢検34/143（○）

②英検20/58（◎）
③ﾜｰﾌﾟﾛ検定58/95（◎）
④数検8/10（○）

⑤時事検定4/11（○）
⑥情報処理技能検定6/6（○）
　　　　（今年度新規実施）

	２　すべての生徒が安全・安心に生活できる学校づくり
	（１）生徒の規範意識や自律心を育成する。

（２）教育相談・支援教育の体制を構築する。

（３）他人を思いやる豊かな心や人権尊重の精神を育成する。

（４）生徒の自尊感情や自立心を育成する。

ア　生徒が主体的に参加・行動する取り組みを進める。

イ　平成28年度学校経営推進費事業（生徒全員Light Up!作戦）により整備した体育館舞台設備・音響照明設備を活用する。
	（１）
ア・学校近隣や校門前の自転車交通指導を重点的に行う。教員による校外巡回、交通安全指導、校門立番等を実施する。
イ・遅刻指導、服装・頭髪指導、挨拶運動を実施する。

（２）
ア・本校生徒の現状に合った教育相談・支援教育の体制を構築する。
イ・本校生徒の家庭環境、発達特性等の理解を深めるための新転任教員対象の教育相談研修を実施する。

・外部機関との連携についての理解を深める教員研修を実施する。

（３）
ア・人権にかかわる生徒の問題発言やＳＮＳにおける行動に対する指導を充実させる。

イ・新たな人権課題（LGBT等）に対応する教職員研修を実施する。

（４）
ア・ＨＲ活動、生徒会活動、部活動、学校行事等で、生徒が主体的に参加・行動する取り組みを進める。

イ・活用方法に関する職員研修を実施し、各種学校行事において生徒が利用できるようにする。
　・他校での取り組みや活用例を研究する。
	（１）
ア・生徒指導部中心に定期的な校外巡回、交通安全指導を実施。
イ・年間の遅刻延べ回数を10000回未満にする(平成29年度は10949回)。
　・生徒向け学校教育自己診断の「マナー・校訓遵守」「頭髪・服装指導は適切」「遅刻指導・授業遅刻は適切」について、肯定的回答率を前年度より３%向上させる。（平成29年度は86%・58.9%・67.4%）
　・保護者向け文書や保護者個人懇談において、本校の生徒指導方針を繰り返し説明する。

（２）

ア・教育相談委員会、就学対策委員会の運営をより充実させる。
　・生徒向け学校教育自己診断「相談できる教員は担任以外にもいる」の肯定的回答率を前年度より３%向上させる。（平成29年度は65.2%）

イ・年間2回の教員研修を実施。
（３）

ア・生徒向け学校教育自己診断の「いじめ・差別に対して適切に指導」「人権や命の大切の教育を実施」について、肯定的回答率を前年度より３%向上させる。（平成29年度は72.3%と82.5%）

イ・年間2回の研修を実施。

（４）

ア・生徒の部活動の加入率を前年度より３%向上させる（平成29年度は32%）
イ・年間2回の研修や視察を実施。
	（１）
ア・昨年度の体制に加えて、今年度は下校時の校門立ち番を通年で新たに実施した。（◎）
イ・8623回で昨年より2326回減。（◎）

　・「マナー・校訓遵守」84.0%（△）
「頭髪・服装指導」66.4%（○）
「遅刻・授業遅刻指導」72.1%（〇）
　・保護者向け学校教育自己診断の「頭髪・服装指導は適切」「遅刻指導・授業遅刻は適切」の肯定的回答率は、前年度より共に向上（5.0%と1.8%）している。（◎）
（２）

ア・「相談できる教員は担任以外にもいる」は70.4%で昨年度より5.2%向上した。（◎）
イ・新転任教員対象の研修は3回実施した。（○）
（３）

ア・「いじめ・差別に対して適切に指導」は76.4%（○）、「人権や命の大切の教育を実施」は83.6%（△）。
次年度は防災教育を強化する。
イ・緑風館高校と合同で、5月に「LGBTについて」、10月に「ネットいじめについて」の年間2回の教員研修を実施した。（○）
（４）

ア・部活動加入率32%で昨年と同じ。部各部の活動紹介の機会を増やすことで加入率の向上を図る。（△）
イ・次年度から実施するｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾜｰｸの手法を学ぶために教員3名が1月に校外研修へ参加し、その成果を2月に校内研修で伝達した。（○）


	３　地域としっかり連携して生徒を育てる
学校づくり　
	（１）各種地域携行事に、本校生徒・教職員が今後も継続的に参加する。

（２）本校が中心となった地域連携行事を企画・実施。
ア　部活動の交流。
イ　地元小中学校教職員と本校教職員が合同研修。

（３）広報体制を確立する。

ア　本校ウェブページの充実。
イ　中学校への広報活動の充実。
	（１）

ア・だいとう森づくりクラブ（里山ボランティア）、地域教育協議会、ふれ愛教育協議会、中小企業同友会等の地域団体との交流・協力関係を今後も維持する。
（２）
ア・近隣中学校や高等学校を招いた部活動の合同練習会や交流試合等を実施する。

イ・地元小中学校教職員と本校教職員が合同で研究授業や生徒支援に関する研修を実施する。

ウ・本校生徒・教職員による地域清掃活動を継続して実施する（野崎レボリューション）。

（３）本校生徒の活動の様子や学校の取組みを積極的に発信する広報体制を確立する。

ア・本校ウェブページの学校ブログ等を定期的に更新することで、最新の情報を保護者や地域住民に伝える。
イ・中学校への広報活動を充実させることで、本校志願者の確保に努める。
	（１）
ア・昨年度参加した地域連携行事には、今年度も生徒・教職員が参加する。
（２）

ア・年間2回の実施。
イ・年間2回の実施。
ウ・年間5回実施。
（３）

ア・ブログの更新を週1回以上行う。

　・ウェブページにおいて更新されていない古い情報をなくす。

イ・本校教員による中学校訪問の回数と校数を増やす。

　・本校生徒による出身中学校訪問の実施。
	（１）

ア・昨年度参加したすべての地域連携行事について、今年度も生徒・教職員が参加した。（〇）
（２）

ア・５つの部が、合同練習・交流試合等を年間1回以上実施した。（◎）
イ・実施できていない。日程調整を年度当初から早期に進めることが必要である。（△）
ウ・年4回実施（台風で1回中止）。（〇）
（３）

ア・ブログは3/11までに277回更新した。またウェブページの見直し、改良を進めている。（◎）
イ・広報活動等で本校教員が訪問した中学校は、昨年度より6校増えている。（〇）
・本校生徒が89校の出身中学校を訪問し、学校説明会や体験入学のパンフレットを届けた。（◎）

	４　教職員の働き方改革を進める
	（１）ノークラブ

デーの実施徹底
（２）定時退庁日を遵守できるような取り組みを進める。

	（１）
各クラブが実施計画を立てて生徒・保護者に周知し、
管理職が確認する。

（２）
ア・安全衛生委員会で定時退庁日の実態を把握し、遵守に向けた方策を検討する。
イ・会議の設定や運営を見直し、勤務時間内に会議が

終わるように工夫する。
	（１）
全てのクラブによるノークラブデーの完全実施
（２）

ア・安全衛生委員会を毎月開催し、定時退庁日遵守のための具体的行動計画を策定する。

イ・特に定例で開催する会議が、勤務時間内に終わる。

	（１）

すべてのクラブでノークラブデーを
完全実施している。（〇）
（２）

ア・2月までの面接指導対象者は4名（昨年16名）、また今年4月～2月の本校教員の時間外勤務時間の平均値は、昨年同期より月単位平均で約7時間30分減少し、大きく改善した。（◎）
イ・年間の職員会議21回で勤務時間内終了は15回。管理職で会議前のレジュメを確認し、必要な議事の絞り込み等を行う。（△）


